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児童発達支援管理責任者の要件について

研修修了要件と実務経験要件の両方を満たす必要があります。

研修要件
以下のどちらかを満たす必要があります。

①相談支援従事者初任者研修
（講義部分）

児童発達支援管理責任者基礎研修

児童発達支援管理責任者実践研修

②相談支援従事者初任者研修
（講義部分）

(旧)児童発達支援管理責任者研修

児童発達支援管理責任者更新研修



児童発達支援管理責任者の要件について

研修修了要件と実務経験要件の両方を満たす必要があります。

実務経験要件
P.31 児童発達支援管理責任者の要件に係る実務経験一覧表（別表）にて、
該当者が実務経験を有しているか確認してください。

注意
実務経験証明書において、相談支援業務あるいは直接支援業務
に従事していることが確認できるかご注意ください。
業務内容が曖昧で実務経験の有無が判別できない場合は、
再度の提出を求める場合があります。

注意
管理者のみの従事期間は実務経験に参入できません。
管理者と直接（相談）支援業務と兼務している期間は参入可能です。



実務経験証明書の注意点について（具体例）

・職名についての注意点

管理者兼児童指導員

管理者/児童指導員

・業務内容についての注意点

施設における介護業務

施設における現場職員



児童発達支援管理責任者のOJT期間短縮について

基礎研修受講時点で実務経験要件を満たしている方は
事業所が変更届を提出することで、OJT期間が6月以上に短縮される場合が
あります。（通常の2年間のOJTの場合は変更届の提出不要）

必要書類

①変更届出書（様式第3号）
②組織体系図
③経歴書（参考様式3）
④勤務形態一覧表
⑤児童発達支援管理責任者基礎研修修了証の写し
⑥相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了証の写し
⑦実務経験証明書の写し
⑧資格証の写し



児童発達支援管理責任者のOJT期間短縮について

OJT期間短縮者は、児童発達支援管理責任者の下で個別支援計画の原案の
作成までの一連の業務を行う必要があります。

OJT期間短縮者の業務
利用者への面接の上アセスメントを実施、
個別支援計画の原案作成、児童発達支援管理責任者等が開催する
個別支援計画の作成に係る会議への参画（モニタリング含む）

OJT期間中に少なくとも概ね計10回以上行うことを基本とする



児童発達支援管理責任者のOJT期間短縮について

注意 実務経験証明書において、基礎研修受講時点で実務経験
を満たしていることが必要です。※届出日時点ではない

注意 遡及での届け出はできません。

注意 勤務形態一覧表の資格欄にOJT期間中であることを
記載してください。

例：児童指導員（OJT期間中）



児童指導員等加配加算・専門的支援体制加算における基準人員の取り扱い

サービス提供時間

A配置時間11：00 19：00

12：00 18：00

上記のA・B・Cの3名を基準人員としている場合、色が違う
サービス提供時間外や重複の余剰時間についても、

加配の時間へ含めることはできません

B配置時間11：00 15：00

14：00 C配置時間 20：00

定員：10名
基準人員：
2名以上必要



児童指導員等加配加算の配置について

サービス提供時間

A配置時間

10：00 16：00

12：00 18：00

×加算取得不可

時間数は良いが、サービス
提供時間を通じた配置となって
いないため

サービス提供時間

B配置時間

10：00 14：00

12：00 18：00

×加算取得不可

時間数は良いが、サービス
提供時間を通じた配置となって
いないため

A配置時間

13：00 19：00

参考：令和6年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するQ&A VOL.1 問10



児童指導員等加配加算の配置について

サービス提供時間

A配置時間

12：00 18：00

12：00 18：00

〇加算取得可能

配置時間がサービス提供時間を
通じた配置となっているため

サービス提供時間

B配置時間

11：00 15：00

12：00 18：00

〇加算取得可能

A・Bの2名の配置時間に切れ目が
無く、サービス提供時間全てを
通じた配置となっているため

A配置時間

15：00 19：00

参考：令和6年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関するQ&A VOL.1 問10



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

定員 10人（放デイ10人） 基準上の必要職員数　※1 児童指導員、保育士または障害福祉サービス経験者　2名　（その内児童指導員または保育士　1名）

職種
勤務
形態
※2

資格
※3

氏名
第１週 第２週 第３週 第４週

管理者 ① 児童発達支援管理責任者 A
児童発達支
援管理責任

① 児童発達支援管理責任者 A

保育士 ① 保育士 Ｂ

児童指導員 ① 高校教諭 D

児童指導員 ③ 高校教諭 Ｅ

利用人数　放デイ

サービス提供時間 放デイ １５：００～１８：００

児童指導員等加配加算 算定不可 事例

基準上の職員は基準上の職員、児童指導員等加配加算の加配職員は加配職員として
それぞれ分けて考える必要がある

上図の場合、加配職員の勤務時間数は児童指導員Eの６時間×２０日＝１２０時間のみ
となり常勤換算１(１６０時間)を満たさないため児童指導員等加配加算の算定不可

※児童指導員Dのサービス提供時間以外の３時間分を児童指導員等加配加算の
勤務時間数としてカウントすることはできない

黄色 基準上の職員 緑色 基準上の職員



児童指導員等加配加算 算定不可 事例 黄色 基準上の職員 緑色 基準上の職員

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

6 3 6

7 7 7 7 7 7 8 7 7 8 7 7 7 7 8 7 7 7 7 7

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

定員 10人（放デイ７人児発３人） 基準上の必要職員数　※1 児童指導員、保育士または障害福祉サービス経験者　2名　（その内児童指導員または保育士　1名）

職種
勤務
形態
※2

資格
※3

氏名
第１週 第２週 第３週 第４週

管理者 ① 児童発達支援管理責任者 A
児童発達支
援管理責任

① 児童発達支援管理責任者 A

保育士 ① 保育士 Ｂ

保育士 ① 保育士 C

児童指導員 ① 高校教諭 D

児童指導員 ③ 高校教諭 Ｅ

利用人数　放デイ

利用人数　児発

サービス提供時間 放デイ １５：００～１８：００

サービス提供時間　児発 １２：００～１８：００

児童指導員等加配加算を常勤専従で算定する場合

上図で保育士Bを常勤専従の加配職員として見る場合、保育士Bを１３日と２３日に
基準上の職員として配置する必要があり、加配職員としては常勤専従ではなくなる
ため、常勤専従として加配加算の算定することは不可


